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Ⅰ．はじめに
地域経済を活性化する政策として，「地方創生」という言葉がよく使われている。内閣官房ま
ち・ひと・しごと創生本部によると，「各地域がそれぞれの特徴を活かした自律的で持続的な社
会を創生」することと定義されている（1）。我が国全体として人口減少・超高齢化社会に突入した
今，各地域が有する強みや特徴を最大限に活かして地域の経済・社会を活性化し，そのことを通
じて我が国の持続的な経済発展につなげるという考え方である。換言すれば，東京や大阪等の大
都市一極集中を是正し，人的，経済的資源を地方に分配することである。しかし，それを実現す
ることは簡単ではない。過去これまで同様の取り組がなされながらも，地方における人口減少を
抑止できず，むしろ人口の大都市集中が進んでいる。本稿では，新潟県の産業政策等を例に挙げ
ながら，「地方創生」を実現していくために必要な政策について論じる。まずはじめに，新潟県
の経済・産業の概況を分析し，次いで新潟県で実施されている主な産業政策について考察する。
そして，最後に新潟県の産業政策の今後の方向性について論じる。
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Ⅱ．新潟県の経済・産業等の概況について
1．景気動向指数及び有効求人倍率の推移
新潟県の景気動向指数（図表1）によると2012年の後半頃から，いわゆるアベノミクスによ
る金融緩和，財政拡大によって，円高が是正され輸出環境が改善した。その結果株価上昇による
資産効果，マインドの改善によって，景気動向指数は改善されてきた。しかし，2014年4月の
消費税増税をきっかけに急速に悪化し，その後若干持ち直したものの，好況感を得るまでには至っ
ていない（2）。
他方で，雇用動向については，改善傾向が続いている。有効求人倍率は（図表2），リーマン
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図表1 新潟県の景気動向指数の推移
出所：新潟県HP http://www.pref.nigata.lg.jp/tokei/（2016年12月25日アクセス）
図表2 有効求人倍率の推移
出所：新潟県労働局HP
http://nigata-helowork.jsite.mhlw.go.jp/kakushu＿jouhou/chingin＿toukei/koyo
u.html（2016年12月25日アクセス）
ショック後の2009年に0.44倍まで急激に落ち込んだ。2013年8月には5年5か月ぶりに1倍を
超え，改善傾向が続いていた。2014年4月の消費税増税後に低下したものの，2015年8月以降
は全国平均を下回りつつも上昇傾向で推移しており，2016年9月時点では1.35倍となってい
る（3）。
2．新潟県の人口動向
次に，新潟県の人口動向について分析する。新潟県の現在の人口は約230万人で全都道府県中
15位である。1997年の249万人をピークとして，全国に先駆けて減少してきている。特に，
1999年から自然動態が減少に転じ，16年連続で拡大傾向にある。新潟県の2015年の自然減少数
は11,980人で4年連続で1万人以上減少している。これが，人口減少の最大要因となっている。
また，人口減少については，このような自然減少だけでなく，社会動態，つまり県外からの転入
から，転出を差し引いたものも重要な要素となる（4）。
社会動態について，もう少し詳しく分析する。図表4は，新潟県の移動理由別社会動態の推移
を表したものだが，1993年から1996年頃にかけて，一時的に，社会減がマイナスからプラスに
転じたものの，その後再びマイナスに戻っている。2000年までは学業理由が最も多い状況にあっ
たが，2001年以降は職業理由が最も多くなっている。最新のデータである2015年の県外への転
出超過数6,141人のうち，4,948人が職業理由となっており，ここ数年拡大傾向にある。また，
図表5は転出入増加数（棒グラフ）と，東京都と新潟県の有効求人倍率の差を表したもの（折れ
線グラフは右側の縦軸が1.00より大きいと，東京の方が新潟より有効求人倍率が高いというこ
とになる）であるが，東京都と新潟県の有効求人倍率の差が広がると転出超過が拡大する傾向に
ある。これは新潟県に限った傾向ではなく，大都市以外のほとんどの地方において首都圏等への
人口流出が進んでいると考えられる。
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図表3 人口動態と総人口の推移
出所：新潟県HP http://www.pref.nigata.lg.jp/tokei/1194797750548.html（2016年12月25日アクセス）
そのため，人口の維持・拡大に向け，子供を産み育てやすい環境を整えていくとともに，雇用
のミスマッチの解消や，若者が能力とやる気を発揮できる職場をつくり出していくことなどによ
り，人口の社会減少を減らす施策の展開が求められている。
3．新潟県の産業構造
一般に，新潟県といえば農業県というイメージが定着している。しかし実際は県内総生産を産
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図表4 理由別社会動態推移
出所：新潟県HP
http://www.pref.nigata.lg.jp/tokei/1194797750548.html（2016年12月25日アクセス）
図表5 県外転入・転出及び有効求人倍率格差（東京／新潟）の推移
出所：新潟県HP
http://www.pref.nigata.lg.jp/tokei/1194797750548.html（2016年12月25日アクセス）
厚生労働省HP
http://www.mhlw.go.jp/toukei/list/114-1.html（2016年12月25日アクセス）
業別に見ると，農林水産業の付加価値額は約1,800億円で2.0％にしか過ぎない。それに対して，
製造業は約1.6兆円で，全体の17.4％を占めている（5）。全国との比較で見ると，農業，建設業，
電気・ガス・水道業，不動産業で全国平均よりウェイトが高い。
新潟県の製造業の全国での位置については，2014年の工業統計調査（6）によると，事業所数は，
5,564と，全国シェアは2.7％，全国順位は10位となっている。人口やGDPの順位よりも高く
なっている（人口は15位，GDPは14位）。従業員数は約18万1千人で全国17位，製造品出荷
額等は4.6兆円で23位，付加価値額は1.7兆円で20位となっている。また，従業員1人当たり
の製造品出荷額等や付加価値額を見ると，それぞれ，44位，36位とやや下位に位置している。
そのことから新潟県は規模の小さい事業所が多く，生産性が高くないという実態が見えてくる
（図表7）。
続いて，図表8は新潟県の主要な製造業を業種別，項目別に示したものである（6）。事業所数で
は，金属製品が約2割を占め，最も多く，次いで食料品，生産用機械の順番になっている。従業
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図表6 新潟県の産業構造
出所：新潟県産業労働観光部「新潟県の産業・労働・観光の現状と施策の展開」
図表7 新潟県工業の概況（2014年）
出所：2014年工業統計調査
員数，製造品出荷額等及び付加価値額では，食料品が1位となっている。このことから食料品分
野の製造業が優位である。加えて，全国と比べ，金属製品のウェイトが高いという特徴があるこ
とも分かる。全国的には製造品出荷額等や付加価値額でみると，我が国の基幹産業のひとつであ
る輸送用機械が最も大きくなっているが，新潟県には大手自動車メーカーの最終組立工場等が立
地していないため，輸送用機械の割合は高くない。
図表9はリーマンショック前と比べて，回復が進んでいる業種，遅れている業種を表したもの
である。製造業全体の製造品出荷額等は，リーマンショック前である2007年の約5兆2千億円
から，2014年には約4兆6千億円と，6千億円余り減少している。業種別に見ると，リーマンショッ
ク以前の水準に回復している業種としては，化学，食料品，パルプ・紙・紙加工品，金属製品な
どが挙げられる。一方，回復が遅れている業種としては，電子部品・デバイス，機械（生産用・
業務用・はん用），情報通信機器，鉄鋼，輸送用機械，繊維などが挙げられる。周知のように米
国でリーマンショックの発端となるサブプライムローン問題が顕在化する前は1ドル110～120
円程度であった。その後のリーマンショック，東日本大震災を契機に円高が70円台後半まで進
行した。行きすぎた円高により，国内生産の国際競争力が大きく損なわれた。それに伴い，生産
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図表8 新潟県の主要な製造業別の事業所数，従業者数等（2014年）
① 事業所数
出所：2014年工業統計調査 出所：2014年工業統計調査
② 従業者数
③ 製造品出荷額等
出所：2014年工業統計調査 出所：2014年工業統計調査
④ 付加価値額
拠点の海外流出が進むとともに，大規模なリストラが行われたことなどが影響している。
次に，新潟県の産業構造の一つの側面として商業について分析する。経済センサス（7）によると，
新潟県の小売業の事業所数は約2万3千事業所で全国第14位，年間商品販売額は2.3兆円で全
国第15位であり，先述のとおり本県のGDPが全国14位なので，それとほぼ同じ水準というこ
とになる（図表10，11）。大規模小売店の進出状況については，新潟県内では，10,000mを超え
新潟県における産業の現状と施策展開について 35
図表9 工業統計に見るリーマンショック前との比較
出所：2014年工業統計調査
出所：2014年経済センサス，2012年経済センサス
図表10 小売業の事業所数の全国順位
る大規模な小売店舗が2002年以降に21店舗立地している（5）。大規模店舗は特に，新潟市周辺に
集中しており，中心市街地の集客力が相対的に低下している。このような状況を背景に，大規模
集客施設の適正立地を図ることを目的とした「にぎわいのあるまちづくりの推進に関する条例」
を2008年に施行した。その後は大規模店の出店は沈静化の状況にある。
4．新潟県の地場産業
新潟県内には，金属製品やニット，織物など，長い歴史と伝統を持つ多くの地場産業が存在し
ている。例えば，三条，燕地域は，ともに江戸時代は和釘の生産が盛んであった。その後，三条
では明治時代に利器工匠具の生産へ，燕では大正時代に洋食器の生産へと発展した。また，新潟
県は国内では石油の産出量が最も多いが，長岡・小千谷・柏崎地域では，油田開発に伴う石油掘
削などの機械産業が発達した。そうした技術の蓄積が，現在の工作機械や精密機械，鋳物関連な
どの集積へとつながっている。このような歴史的背景をもとに発達してきた地場産業だが，図表
12に示されているように地場産地10年間の製造品出荷額の推移（8）を見ると，総じて製造品出荷
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図表12 地場産地の5年ごと10年間の製造品出荷額の推移
出所：2004年工業統計，2009年工業統計，2014年工業統計
2014年新潟県繊維産地概要より作成
出所：2014年経済センサス，2012年経済センサス
図表11 小売業の年間商品販売数の全国順位
額が年々減少している産地が多い。
2004年と比較すると2014年は，ニットや織物の繊維産業において大きく減少している。その
背景としてはライフスタイルの変化，新興国の台頭等が要因である。今後消費者ニーズを的確に
捉え商品開発を行う必要がある。また，他社他業種との連携等によりいかにして魅力ある商品を
提案していくかが課題である。競合に負けない技術力をいかに維持・向上させていくかが要請さ
れる。
次に地場産業の地域別の特徴や強みについて分析する。新潟地域では米菓，水産練り製品など
の食料品の出荷額が多くなっている。三条・燕地域では金属製品，長岡地域（長岡・出雲崎）で
ははん用・生産用・業務用機械器具，上越，妙高地域では，電子部品・デバイスの出荷額が大き
くなっている。新潟県のものづくり地域で代表されるのは，三条・燕地域や長岡地域だが，これ
らの地域は，金属加工や機械加工のためのあらゆる加工技術が蓄積されている。いわゆる「素形
材産業」が集積した地域と言われている。「素形材」とは，素材に熱や力を加え，形をつくる部
品や部材のことを指す。素材には，金属をはじめ木材，石材，窯材，ゴム，ガラス，プラスチッ
クなどがある。これらを素形材に変えるための，鋳造，鍛造，プレス，粉末冶金など，さまざま
な要素技術を有する事業所が集積している。また，同地域は金属製品，機械製品等を製造するた
めに必要な金型産業が発達している。この中には国内外に誇れる優れた企業が多い。
上越地域は三条・燕や長岡周辺とは異なる産業形成がなされている。豊富な水資源を活かした
化学工業，鉄鋼・非鉄金属をはじめとした大規模工場が立地している。また，半導体製造工場の
立地も多く，ハイテク技術を支える地域である。
新潟県域全体に及ぶ地場産業として，新潟清酒が挙げられる。新潟清酒の出荷数量は，大規模
なメーカーの立地する兵庫（灘），京都（伏見）には及ばないものの全国3位となっている（9）。
県内には90の蔵元があり，蔵元の数は全国一である。各蔵元が，それぞれ個性的で高品質な酒
造りを行っている。新潟県では，特定名称酒と呼ばれる「吟醸」，「純米」，「本醸造」といった高
品質なお酒の製造割合が6割以上を占めている。他の県を圧倒して高いのが特徴である（9）。この
ような高品質な清酒を造り出すため，新潟県では，醸造試験場を中心に，業界が一体となって，
酒造技術の維持・向上や酒造りの技術を受け継ぐ人材の育成などに取り組んでいる。
5．新潟県の観光
図表13は新潟県における観光入込客数の推移を表している（10）。これによると過去10年間にお
いて，大河ドラマの放映，トキめき新潟国体が開催された2009年の「大観光交流年」がピーク
となっている。その後リーマンショックに伴う景気の低迷や東日本大震災の影響等により，大き
く減少した。近年は回復傾向を見せており，2014年では，7,299万人，前年度比1.9％増となっ
ている。観光は多くの地域で幅広い事業者が関わっている裾野の広い産業である。その経済効果
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は，宿泊業のみならずサービス業や商業，運輸業など多岐に及んでいる。新潟県が2012年に公
表した県内観光地の経済波及効果等に関する調査（11）によると，観光客の消費総額は4,159億円で，
経済波及効果まで含めると5,644億円になる。これは県内総生産額の3.4％相当を占め，農林水
産業，電気・ガス・水道業を大きく上回っている。観光業は54,000人の雇用効果と，406億円の
税収効果をもたらしている。
Ⅲ．新潟県における産業政策の展開について
1．「夢おこし」政策プラン
新潟県は，県の行政計画として最上位に位置づけられている「夢おこし」政策プランを2006
年に策定した。産業政策としては「産業夢おこしプラン」の名称として，「新潟県産業をめぐる
経済環境を整え，産業の高付加価値化を進める」ことを政策目標として施策を展開している（12）。
主要目標数値としては，「名目県内総生産額を2016年度まで年3.0％程度の成長を促すことによ
り，9兆6千億円を目指す」こととしている。
そのため，「付加価値創造型産業の振興」に力点を置き，企業育成の推進，新潟のブランド化，
雇用対策，企業誘致，観光推進等の施策を進めている。その他，それぞれの政策の柱ごとに個別
の数値目標を立て，その進捗状況や結果について，外部有識者委員会から評価を受けながら，フィー
ドバックするPDCAサイクルにより，改善を進めている。
新潟県の産業構造や県内企業を取り巻く状況を整理すると，
新潟県における産業の現状と施策展開について38
図表13 新潟県観光入込客数の推移
出所：新潟県HP
http://www.pref.nigata.lg.jp/koryu/1245960085415.html（2016年12月25日アクセス）
・県内企業は，経営規模が小さく，中間財の生産・下請け取引が主流となっており，十分な付
加価値・利益が得にくい構造となっている
・県内経済はこのところ停滞している。デフレ・為替変動の影響，原材料価格の上昇，消費税
増税による影響，人手不足などで，依然として中小企業を中心に厳しい経営環境にある
こうした状況を踏まえ，新潟県としては，企業の新たな取り組への支援や成長分野への参入の
促進，地域経済の下支えと投資需要の喚起，安定した雇用・就労を支えるための各種の取り組，
企業誘致の推進など，県内中小企業への支援を総合的に取り組んでいる。
2．具体的な各施策の概要について
 成長産業への参入促進
① 健康ビジネス連峰政策
健康・医療・福祉関連分野は，少子高齢化の時代においても市場の伸びが期待される分野であ
る。この分野で付加価値の高いビジネスが多数輩出されるように，2006年より「健康ビジネス
連峰政策」を推進している。2009年10月に発足した民間経済団体「健康ビジネス協議会」（13）な
どの協力のもと，これまでに健康ビジネス関連企業，大学，医療関係者を含む多様な主体による
連携を促し，商品開発に必要な経費の助成等，事業化への支援を行ってきた。こうした取り組に
より，高齢者が安心して食べることができる非常食など，市場訴求力の高い取り組によって成果
がでてきている。また，2008年度から全国の健康ビジネス関連企業，大学，医療関係者が課題
を共有し異業種間交流を行う「健康ビジネスサミットうおぬま会議」も開催している。
さらに，新潟県を代表する食品産業においては，現在，新潟県の先進性と優位性を持つ技術を
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図表14 新潟県の「夢おこし」政策プラン
出所：筆者作成
発展させ，世界をリードする産業に育てる取り組が進展している。例えば，食品に対し，加熱に
よらず，高圧処理技術を施すことにより，殺菌・低菌効果，有用成分の増加効果，物性変化など，
食品の付加価値を高める取り組である。高圧処理技術を施した食品の認証制度の構築や，高圧食
品の開発支援や技術の普及啓発活動も展開している。
② 新潟県版グリーンニューディール政策
再生可能エネルギーの活用を促進することにより，地球温暖化問題といった環境問題に対処し
つつ，県内産業の活性化につなげる取り組をしている。「新潟県版グリーンニューディール政策」
の推進である。具体的な取り組としては，太陽光発電をはじめ，海洋エネルギー，地熱発電，小
水力発電などの取組の支援などである。また，電気エネルギーだけにとどまらず，再生可能エネ
ルギー熱として，雪冷熱，地中熱活用の取組も併せて実施している。
新潟県の今後の展開としては，多様な地域資源の活用可能性をさらに追求し，海流や洋上風力
などの海洋エネルギー，雪冷熱や地中熱などの再生可能エネルギー熱の有効利用の取り組の促進
である。出力が気象条件などによって変動するという再生可能エネルギーのデメリットに対応す
るため，電気自動車のリユース蓄電池を活用した研究等，電気系統に与える負荷を低減させる取
り組が行われている。
③ 航空機産業参入推進
前述したように，新潟県には，金型や精密機械部品の製造に高い技術力を有する企業がたくさ
んあることから，これらの企業の強みを活かし，世界的に市場が拡大している航空機産業への参
入を支援する事業として，以下のような取組を2012年度から展開している。
 工業技術総合研究所における技術支援
エンジンの燃焼効率向上や機体の軽量化に必要な耐熱・軽量材料は，切削が難しい材料が多い。
こうした素材の加工技術の確立のために，新潟県の公設試験研究機関である工業技術総合研究所
において，高速切削加工技術の研究開発を進めてきた。2012年からは国立研究開発法人新エネ
ルギー・産業技術総合開発機構の「次世代構造部材創製・加工技術開発」事業に参画し（14），航空
機部品メーカーが必要とするアルミ合金の高速切削加工技術開発を担当するなど，積極的に国の
プロジェクトに関わりながら工業技術総合研究所自ら技術に関する研究を実施している。こうし
た技術の蓄積をベースに，参入を目指す県内企業との共同研究などを通じて関連する技術の移転
や指導を行うことで，県内企業の技術の高度化をサポートしているところである。また，工業技
術総合研究所で「航空機産業参入研究会」を立ち上げ（15），航空機産業へ参入した企業や参入を検
討する企業を対象に，情報提供を行うとともに，関連する大手メーカーとのマッチングなどを行っ
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ている。そのような取組を通じ，県内のものづくり企業の技術力が認められ，実際に大手の航空
機メーカーとの間で，関連部品の量産や試作品といった受注につながったケースも現れ始めてい
る。また，県内に航空機関連企業の集積が見られるようになった。
 品質管理能力の向上
航空機産業では，極めて高い安全性の要求から，厳しい品質管理が行われており，関連製品の
受注を受けるためには，徹底的な環境整備が求められる。航空機産業特有の品質認証である
JISQ9100や国際航空宇宙産業における特殊工程や製品に対する国際的な認証制度である
Nadcapを取得していることは，航空機関連部品を製作・受注するための ・運転免許証・と言わ
れており，品質マネジメントシステムを確立することは航空機産業に参入するためには不可欠な
ものである。新潟県では，そのような認証を取得するために専門家を企業に派遣する際，必要と
なる経費を一部負担する等の支援を2014年から実施しており，県内企業の環境整備を進めてい
る。
 人材の育成・確保
上述のとおり，航空機産業は技術面・品質管理面等，様々な場面で特有の技能・知見が求めら
れることから，参入を検討している企業が自社で専門的な知見を有した人材を育てることが難し
いという課題が存在する。そのため，新潟県では2016年に，航空機部品製造に携わっている企
業や新規参入を検討している企業の従業員を対象に，継続的な人材育成講座を実施している（延
べ15日97時間）。航空機産業に関する技術的な知識をはじめ，経営側面からのノウハウ等もテー
マにして講義を行う他，現場見学会として大手重工メーカーの製造現場を視察，部品製造に関す
る具体的なロードマップの作成を行うといった具体的な研修を実施。今後も，継続的な実施を行
う方向である。
 企業ネットワークの構築
航空機業界で経験を積んだ人材（大手重工メーカーや航空機業界のOB等）をアドバイザーと
して県内企業に派遣し，その経験や知見を活かした現場指導を行う他，人脈を活かして新たな販
路の獲得を含む取引の拡大や，企業連携の促進を行う支援を実施している。
政府は企業立地促進法を改正し，2017年度からITや観光，農業，地域一体で進める航空機産
業などの先進的な事業に取り組む各地域の企業を支援する政策を実施する予定である。
設備投資した場合は法人税を優遇し，国が認めた場合には「機械・装置」の取得で投資額の4
％の税額控除か40％の特別償却が認められる。建物や付属設備などに関しては2％の税額控除か
20％の特別償却が認められる（16）。
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④ 次世代自動車産業振興
自動車産業は，依然として我が国のリーディング産業であり，自動車関連産業への参入促進は
新潟県経済の発展に寄与するものと考えられる。そのような考え方の下，県内企業が持つ優れた
技術力を生かして，新規参入や受注拡大の可能性を探るとともに，産学官が連携した次世代自動
車の研究等を推進するため，「新潟県次世代自動車産業振興協議会」を2013年に設立した。同協
議会では，専門家によるセミナーや講演会のほか，アドバイザーによる支援を通じて，県内企業
の技術開発を促進するとともに，自動車メーカー等への提案力向上を支援している。また，東北
の各県と連携しながら自動車関連産業の育成を目指した取組も進めているところである。東北地
域との連携会議では，毎年，トヨタグループ企業向けの商談会を開催しており，新潟県からも10
社程度が出展して取引拡大につなげている。現在，自動車業界では自動運転等の次世代技術開発
が進められている。今後，こうした流れが加速することが予想される。新潟県においても革新的
な技術開発や，産学官連携による研究等を促進することで，県内企業のビジネスチャンスの獲得
を支援している。
⑤ ロボット関連産業の創出
ロボット技術は，介護をはじめ様々な分野の現場における作業負荷の軽減や，人手不足等の課
題解決に向けて活用が期待されている。今後ロボット産業は市場の大幅な拡大が期待されている。
新潟県では，こうした市場の伸びが期待されているロボット関連産業への参入を促進するため，
ニーズ発信会等による情報発信や，県内関連企業の掘り起こし，関連製品等の開発支援を行って
いる。
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図表15 地域経済のけん引企業の支援策
出所：日本経済新聞2017年2月9日「地域の先進企業支援」の記事を参考に筆者作成
 新潟県の強みを有する中小企業への支援
① 県制度融資による円滑な資金調達支援
制度融資は，金融機関の資金調達コストの一部を県が負担することに加えて，信用保証協会の
損失を県が補償する制度である。これによって，中小企業・小規模企業者への円滑な資金供給を
行うものである。一般的な事業資金の他に，不況対策資金である「セーフティネット資金」や，
経営改善のための借換資金がある。十分な新規融資枠を確保することで，金融面でのセーフティ
ネット機能の充実を図っている。また，創業・第二創業時の資金調達のための「創業等支援資金」
や，積極的な設備投資を行う企業のための「フロンティア企業支援資金」の制度もあり，これら
により，引き続き中小企業の円滑な資金繰りを支援している。
② マイナス金利制度
マイナス金利制度とは，企業が設備投資を行うため，金融機関から借入を行う際に，その利子
相当額の金額を助成する制度である。実質的に利子がマイナスになるという助成制度のことであ
る。海外市場開拓，新分野進出等に向けた設備投資を行う企業を積極的に支援している。企業規
模にかかわらず設備投資を行う企業を広く助成対象とすることで，県内の設備投資を促進してい
る。
③ 販路等の海外展開支援
新潟県ではジェトロ等と連携して，中国，韓国，ロシアのほかに，成長著しいタイやベトナム，
シンガポールなど東南アジアをはじめとした海外での販路開拓を目指す県内中小企業の取り組を
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図表16 新潟県の中小企業支援
出所：筆者作成
総合的に支援している。海外での見本市や商談会への参加は，初めての場合は特に敷居が高いの
が実情である。現地の情報収集，海外マーケティングへのノウハウや経費面での支援，海外での
コーディネーターの紹介や，国際特許の出願など，幅広く支援を行っている。その他，「営業拠
点の設立」や「現地企業との提携（代理店獲得）」により海外市場の獲得を目指す取り組を支援
している。マーケティングから販路開拓まで一貫した支援の実施である。
④ 起業・創業の促進
ベンチャー企業や，若者の起業を増やし，地域経済の活性化を図ることを目的として，総合的
な起業・創業支援を展開している。独創的な技術やアイデアを持って新規創業する起業家への資
金助成のほか，UターンやIターンによる起業や若者・女性による創業を加速化させる取り組を
強化している。ラーメン店やネイルサロンといったより身近なビジネスで起業する起業家の支援
についても併せて実施している。加えて，創業準備オフィスなど創業した企業の活動拠点の提供，
創業関連セミナー等を開催するなど，起業意識の醸成の取組なども積極的に推進している。
⑤ 地場産業の振興
長年にわたり，地域の経済や雇用を支えてきた地場産業を再び活性化するための施策である。
地域社会の持続的発展の核とし，地域経済の活性化や雇用の場の創出といった地方創生を実現す
るため，地場産業の振興を総合的に支援する政策である。具体的には，地場産地が策定する3年
程度の中期的な振興計画に基づく取組に対する支援や，産地課題の解決に向けた，市場調査や情
報収集などの取り組に対する支援を行っている。
⑥ 事業承継の支援
県内企業の経営者の高齢が進む中，新潟県内の約6割の企業が後継者不足という状況である。
新潟県特有の強みを有する事業者の事業活動の継続に向けた支援が重要になっている。そのよう
な問題意識の下，2015年7月に県内の産業支援機関に「事業引継ぎ支援センター」を開設した。
事業承継の専門家が，事業承継に悩む企業からの相談に対応し，外部民間専門家とも連携しなが
ら，事業引継ぎを希望する企業との仲介，M&Aなどを総合的に支援する制度である。更に，
2015年11月からは「後継者バンク」事業を開始した。事業者からの相談や起業家とのマッチン
グ等を総合的に支援している。
 観光振興
新潟県では，観光に携わる事業者や，県民，行政が一丸となり観光振興に取り組むことで，観
光客にもう一度新潟へ足を運んでもらえるよう「おもてなし」の心の徹底を図っている。県民ひ
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とりひとりが新潟に愛着の持てる社会の実現を目指して，2009年度に「新潟県観光立県推進条
例」を制定した（17）。
条例に定められた基本理念を実現するための具体的なアクションプランとして，「新潟県観光
立県行動推進計画」（18）を定め，「観光旅行者の満足度を高める」，「より多くの観光旅行者から何
度も訪れてもらう」，「より長く滞在してもらう」という観点から数値目標を設定するとともに，
「北陸新幹線開業」，「新規市場を視野に入れた外国人旅行者の誘客拡大」，「満足度の高い観光地
づくりによるリピーターの確保」，「Wi-Fiなど情報発信環境の整備促進」という4つの重点方針
を定めている。さらには，「①観光立県の実現に向けた戦略的な施策」，「②観光立県の実現に向
けた各種基盤整備」，「③外国人旅行者，コンベンション誘致」の3つの柱で施策を分類し，観光
振興に取り組んでいる。
「①観光立県の実現に向けた戦略的な施策」の具体例としては，食を活かした観光客の満足度
を向上させるため，国内外・外国からのご当地グルメを集め，食の魅力を全国発信する「国際ご
当地グルメグランプリ」を開催している。ここで総合第1位を獲得した「柏崎鯛茶漬け」が全国
規模のグルメイベントでもグランプリを獲得するなど，一定の成果も現れ始めている。
「②観光立県の実現に向けた各種基盤整備」の具体例としては，魅力的な景観を活用した地域
資源の整備や，観光業の発展に必要な人材の育成など，旅行者の受入体制の充実・強化が挙げら
れる。
「③外国人旅行者，コンベンション誘致」の具体例としては，外国人旅行者の来訪促進に向け，
現地の旅行フェアや観光説明会への参加を通じたプロモーションを実施するほか，国際会議の誘
致などの取り組強化が進められている。
Ⅳ．おわりに
新潟県では，夢おこし政策プランを中心とし，様々な施策を展開している。また，その取り組
をしっかりとPDCAサイクルで改善させながら，地方創生に向けた取り組を進めている。地方
創生に関する施策を点検し展開する際，特に重要なのは，多くの地方が抱える課題のひとつとも
言える「人口減少」をいかに食い止め，「人口増」を実現するかということである。つまり，少
子化対策に関する施策に加え，いかに域外からの人口流入（Uターンで戻ってくることも含め）
を実現するかということである。そのためには，その地域においてしっかりとした雇用が確保さ
れることが重要である。雇用を確保できる魅力的な産業を興すことが政策的に求められるのであ
る。
新潟県には，強みを有する様々な地域資源が多く存在している。これまで成長産業として推進
してきた健康ビジネス連峰政策は，新潟県の強みの一つである「食」を着想の原点とし，様々な
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産業分野が横断的に関わるような取り組を進めてきた。その結果として従来なかったような価値
のある商品やサービスの開発を後押ししてきた。また，エネルギー分野では，太陽光に加え，新
潟県に豊富に存在する水資源を有効に活用した大小の水力発電が有望である。それに加え，日本
海側に吹く強い風を活用した陸上や洋上の風力発電，冬に積もる膨大な量の雪を冷熱利用しよう
とする取り組も注目される。更には，長大な海岸線に裏付けされた海流を発電に活かそうという
取組も先進的である。このような未来型の成長産業は，すぐには結果が出るものではないが，地
方特有の強みを生かして，産業創出につなげることは，まさに地方創生の手本となるであろう。
歴史的な経緯を経て比較優位を有し，地域の雇用を支えている地場産業の支援も忘れてはなら
ない。このような地場産業の多くは中小企業や小規模企業であり，ヒト・モノ・カネといった経
営資源に乏しい事業者が多い。行政や様々な産業支援機関がしっかりと連携し，事業者の要望を
真摯に受け止め，伴走的な施策の企画立案，執行が求められている。たとえ事業規模が小さくと
も，優れた技術力を有する事業者は数多く存在している。その有用性と魅力を広く発信し，地域
の雇用に繋げていく工夫が今後の重要なポイントになる。
このように，地方にはその地方にしかない強みが必ず存在し，事業規模に関わらずにその強み
を下支える事業者が存在する。地方行政における産業政策に求められることは，自分たちの地域
がどの分野で比較優位を有しているか、どのような魅力を持っているのか、それをどのように伸
ばしていくのかという点である。また，地域に存在する事業者は，どのような技術を強みとして
持っているか，何が足りていないのかということを，冷静に分析することが重要である。
周知のように、今日のグローバリゼーションの下ではヒト・モノ・カネ・企業は国境を越えて
移動する。したがって地域の産業集積においても国際的な繋がりを考えることが重要である。現
在、製造業の生産工程は分割され、国際的にネットワーク化し分業が行われている。各国はそれ
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図表17 新潟県の新たな取り組みと政策方向
ぞれ得意な特定の工程に特化して国際間分業を行っている。これがグローバル・バリューチェー
ンである。新潟県の産業をさらに活性化するには、こうした国際的ネットワークに県内の産業集
積を組み込んでいくことが重要である。特にアジア地域におけるグローバル・バリューチェーン
に直接繋げることができるかが大きな課題である。グローバル・バリューチェーンに繋げること
ができれば新潟県の産業は大きな飛躍が期待できるのである。
バリューチェーンに加わる際に重要なものが上述した比較優位である。したがって、何が新潟
県の産業の比較優位なのか、県内の企業の得意な分野は何か、その分野で国際的に勝負できるの
か、それらを見極めることで地域経済の発展に活用することができるのである。
このような国際的な視点に立って、地域の課題やニーズにマッチした施策を機動的に実施して
いくことである。「地方のことは地方で考える」，これが地方創生時代に求められる地方自治行政
の基本姿勢だと考える。
（1） 内閣官房まち・ひと・しごと創生本部HP
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/（2016年12月25日アクセス）
（2） 新潟県「景気動向指数」
http://www.pref.nigata.lg.jp/tokei/1356858724343.html（2016年12月25日アクセス）
（3） 新潟県労働局HP
http://nigata-helowork.jsite.mhlw.go.jp/kakushu＿jouhou/chingin＿toukei/koyou.html
（2016年12月25日アクセス）
（4） 新潟県「新潟県人口移動調査」
http://www.pref.nigata.lg.jp/tokei/1194797750548.html（2016年12月25日アクセス）
（5） 新潟県産業労働観光部「新潟県の産業・労働・観光の現状と施策の展開」
（6） 新潟県2014年工業統計調査結果
http://www.pref.nigata.lg.jp/tokei/1356836816133.html（2016年12月25日アクセス）
（7） 総務省統計局「経済センサス」
http://www.stat.go.jp/data/e-census/（2016年12月25日アクセス）
（8） 新潟県工業統計調査より作成
（9） 新潟県酒造組合「数字で見る新潟県の清酒」
（10） 新潟県「新潟県観光入込客統計調査」
http://www.pref.nigata.lg.jp/koryu/1245960085415.html（2016年12月25日アクセス）
（11） 新潟県「県内観光地の経済波及効果等に関する調査」
http://www.pref.nigata.lg.jp/koryu/1331672416499.html（2016年12月25日アクセス）
（12） 新潟県「夢おこし」政策プラン
http://www.pref.nigata.lg.jp/seisaku/1194192983778.html（2017年1月13日アクセス）
（13） 現在は「一般社団法人健康ビジネス協議会」
http://kenbikyou.jp/
（14） 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構HP
http://www.nedo.go.jp/activities/ZZJP＿100098.html（2017年2月20日アクセス）
（15） 新潟県工業技術総合研究所HP
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注
http://www.iri.pref.nigata.jp/ad＿baloon/H28aerospace/index.html（2017年 2月 20日アク
セス）
（16） 日本経済新聞2017年2月9日夕刊「地域の先進企業支援」
（17） 新潟県観光立県推進条例（2008年12月26日公布，2009年1月1日施行）
http://www.pref.nigata.lg.jp/koryu/1231099363290.html（2017年1月13日アクセス）
（18） 新潟県「新潟県観光立県推進行動計画」
http://www.pref.nigata.lg.jp/koryu/1356772722727.html（2017年1月13日アクセス）
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OntheStateofIndustryandIndustry-relatedPolicies
inNigataPrefecture
ShinnosukeYASUDAandYutaTONEGAWA
Abstract
Beginninginthelatterhalfof2012,becauseofmonetaryeasingpoliciesandexpanded
fiscalbudgetsonthenationallevel,therewasacorrectivepushagainstthestrongyen,
leadingtoanimprovedexportenvironment,andrisingstockvaluesledtoanonsetofthe
wealtheffect;thesefactorshelpedboostNigataPrefecture・sdiffusionindexes.However,
theconsumptiontaxhikeinApril2014triggeredanotherdownturn.Thoughthatwas
remedied,thereafter,themarketdidnotmanagetoreachaprosperousstate,anditcontin-
uestoholdacoolmood.Onhiringtrends,thoughtheactivejobs-to-applicantsratiofel
sharplyto0.44in2009,aftertheLehmanshock,itfinalysurpassedone-to-oneinAugustof
2013afterfiveyearsandfivemonthsbelowthatwatermark―anditcontinuestorise.
Thoughitdidfalaftertheaforementionedconsumptiontaxhike,ithastrendedpositively
onceagainsinceAugust2015.
Letuscontinuebylookingatpopulation,adeeply-connectedfigurewitheconomic
power.Atpresent,NigataPrefecture・spopulationisapproximately2.3milion,whichison
adeclineoutpacingthenationafteritspeakof2.49milionin1997.Weparticularlynote
thatnaturalmovementturnednegativeasof1999andhasbeenmoreandmorenegative
ineachofthepastsixteenyears.NaturallossofpopulationforNigatahasbeengreater
than10,000forfouryearsinarowleadingupto2015,whenitwas11,980.Thisisthegreat-
estfactorbehindNigata・spopulationdecline.Further,thispopulationdeclinehasother
majorfactorsbeyondnaturalreduction;thechangeinsocialmovementfrompositiveto
negative,implyingthatmoreareleavingNigatatootherprefecturesthancomingtoit
fromothers,hasalsoplayedamajorrole.Populationreductionfromsocialfactorsin2015
was6,141;thisandnaturalpopulationreductionneedstobedealtwiththroughagilepolicy
development.
ThecommonperceptionaboutNigatamaywelbeoneasanagriculturalregion,but
ifwelookatthetotalprefecturalproduction,weseethatthevalue-addedfromagriculture,
fisheries,andforestrycomprises￥180bilion,or2.0％.Bycomparison,manufacturing
provides￥1.6trilion,or17.4％.Ifweweretoalsocomparethisnationaly,wewouldsee
thattheweightingsforagriculture,construction,power/gas/waterworks,andrealestate
arehigherthanthenationalaverage.
Inthemanufacturingindustryoveral,manufacturedgoodsshipmentsfelfrom￥5.2
trilionin2007,theyearoftheLehmanshock,to￥4.6trilionin2014,adropofaround
￥600bilion.Thoughshipmentshavereturnedtoorsurpassedpre-Lehmanshocklevels
forchemicals,foodstuffs,pulp/paper/paperproducts,andfabricatedmetalproducts,
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recoverystillagsbehindforelectronicparts/devices,machinery（forproduction/busi-
ness/generaluse）,informationandcommunications-electronicsequipment,ironandsteel,
transportationequipment,andtextiles.ThoughUSD/JPYwasbetween110and120before
theLehmanshock,theLehmanshockandGreatEastJapanEarthquakehelpedsendit
downintothehigh70s,causingseriouslossofglobalcompetitivenessfordomesticproduc-
tionandthelikelyensuingmovementofproductionhubsoverseas.
NigataPrefecturehasenactedanoverarchingpolicyplancaledYumeOkoshi,or
CreatingDreams.Itsindustrialpoliciesseektoincreasethevalueaddedinindustriesand
improvetheeconomicenvironmentinNigata.Itworkstorevitalizeindustriesthatcreate
value-added,promotingcompanycultivation,astrongNigatabrand,betterhiringpolicies,
invitingcorporationstooperateinNigataandencouragingtourisminitiatives.
IfweweretointerpretNigataPrefecture・sindustrycompositionandthestateof
companiesoperatingwithintheprefectureasoutlinedabove,wenoticethatthesecompa-
niesareofsmalscaleandthattheyareofteninvolvedintheproductionofintermediate
goodsorinsubcontracting.Thisisacompositionwithapoordispositiontowardearning
highvalue-added/profit.Further,theprefecture・seconomyisinacooling-offstate.With
deflationandexchangeratevariation,theincreasedconsumptiontaxesandrawmaterial
costs―alongwithinsufficientlabor―havenaturalyhelpedconstrainbusinessmanage-
ment,particularlyforsmal-tomedium-sizedenterprises.Giventhisscenario,thereare
broad-basedindustrialpolicyinitiativesinplacetoprimarilysupporttheprefecture・s
smal-tomedium-sizedenterprises,specificalyby1）supportingnewcorporateinitiatives,
2）promotingentryintogrowthfields,3）proppinguptheregionaleconomyandstimulat-
inginvestmentdemand,4）conductinginitiativesaimedatsupportingstablehiring/em-
ployment,and5）promotingtheinvitationofcorporationstoworkinNigata.
ThispaperdiscussesthestateofindustryandindustrialpolicydevelopmentinNigata
Prefecture.
